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【図7.3-1.常団地配置図】

7.4.堀川団地（再生）

堀川団地は、第二次世界大戦中に防空帯を作る目的で建物疎開を強いられた後の生活再建を担うという重要な役割を

もって誕生した。一番古いものは昭和25年度に建築されている。鉄筋コンクリート造３階建て、水洗便所、ガス、大き

なベランダが完備された住宅団地で当時としては先端をいくもので、１階が店舗、２・３階が住宅となっている。しか

し、建設後60年が経ち、建物の老朽化及び耐震性が問題となっており、「堀川団地まちづくり協議会」を設け団地再生
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のあり方を模索している。現在新規入居は募っていない。

堀川団地は６つの区画に分かれており、それぞれの概要は以下のとおりである。

【図7.4.堀川団地の概要】

【写真7.4.堀川団地】 【写真7.5.府営住宅桃山日向団地】

7.5.桃山日向団地（建替）

桃山日向団地の所在地は以下のとおりである。
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【図7.5-1.府営住宅桃山日向団地 位置図】

桃山日向団地については現在建替の計画を進めており、計画の内容、比較は以下のとおりである。

【図7.5-2.桃山日向団地の現状配置と建替計画】
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【図7.5-3.桃山日向団地の現状と整備の考え方】

7.6.悠明館（高齢者向け優良賃貸住宅）

京都府知事が認定した供給計画に基づいて整備された高齢者向け優良賃貸住宅で、収入に応じた家賃補助を受けられ

るのが特徴である。

平成21年３月完成 鉄筋コンクリート造５階建て １Ｒ30戸／２ＬＤＫ４戸

全室バリアフリー化、緊急時通報システムあり

悠明館の配置図及び平面図は以下のとおりである。



65

京 都 府 公 報 号外 第23号 平成23年４月28日 木曜日

【図7.6.悠明館の配置図及び平面図】

【写真7.6.悠明館】 【写真7.8.西大久保団地（トータルリモデル）】
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7.7.槇島団地（建設予定）

京都府は、宇治市槇島にＰＦＩ手法を用いた団地整備事業を計画していた。

しかし、入札が不調であったため、現在、事業手法について、検討されている。

7.8.西大久保団地（トータルリモデル）

昭和40年代後半に建設された団地で耐用年数の1／2が経過し一斉建て替えの時期に差し掛かっている。平成14年度か

らトータルリモデル（全面改善）に着手し、対象棟14棟730戸を行う計画となっている。

平成21年度までの実施状況及び22年度の計画は以下のとおりとなっている。

【表7.8-1.西大久保団地トータルリモデル事業実施状況】

また、西大久保団地の全体図及びトータルリモデル事業の概要については以下となっている。
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【図7.8-1.西大久保団地 全体図】
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【図7.8-2.トータルリモデル事業概要】

7.9.ソレーユ大久保（たいあっぷ住宅）

ソレーユ大久保は平成10年３月に供給計画の認定を受け平成11年４月より入居を開始したたいあっぷ住宅である。戸

数は全部で28戸あり、Ａタイプ（３ＬＤＫ 66.71㎡）：８戸、Ｂタイプ（３ＬＤ＋Ｋ 66.71㎡）：８戸、Ｃタイプ（３

ＬＤＫ 66.07㎡）：８戸、Ｄタイプ（３ＬＤ＋Ｋ 66.07㎡）：４戸の４タイプに分かれており、家賃は全タイプとも同

額となっている。

ソレーユ大久保の外観及び住宅平面図（Ａタイプ）は右図のようになっている。
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【図7.9.ソレーユ大久保外観・平面図】

８ 往査府営住宅管理センターの概要

8.1.住宅管理センターの全般的概要

京都府住宅供給公社の組織として、府内に４ヶ所の府営住宅管理センターがある。

○ 京都府営住宅管理センター

京都市左京区賀茂今井町10番地の４

京都府京都土木事務所内
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○ 乙訓・南丹府営住宅管理センター

向日市上植野町馬立８番地

京都府乙訓総合庁舎３階

○ 山城府営住宅管理センター

京田辺市田辺明田１番地

京都府田辺総合庁舎１階

○ 中丹・丹後府営住宅管理センター

綾部市川糸町丁畠10－２

京都府綾部総合庁舎２階

京都府から公社への管理代行移行において各土木事務所管内における管理運営上の課題を整備し、下記取組を行なっ

た。

南丹管内：亀岡市は京都市に近いが、旧船井郡は綾部市に近いところもある。管理戸数は300余りで単独でのセンター

設置は困難なため、綾部庁舎での管理も考えられたが、センターからの距離的な関係から乙訓センターで

の管理とした。

山城管内：山城南土木事務所管内は100戸程度しか管理しておらず、北土木事務所管内分との一括所管を図り、田辺

庁舎（北土木）に管理センターを設置したが、当分の間、木津庁舎（南土木）に駐在室を設けた（平成

21年４月に廃止）。

丹後管内：管理戸数は900戸余りあるが、管理の効率化のため綾部庁舎に設置するセンターで管理することとし、宮

津庁舎に丹後駐在室を設置することとした。

府営住宅管理センターで行なっている業務は概ね以下のとおりである。
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【表8.1.府営住宅管理センターの業務】
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8.2.中丹・丹後府営住宅管理センター

8.2.1.事務所の概要
�１ 所在地 京都府綾部総合庁舎２階（綾部市川糸町）

※京都府宮津総合庁舎内に丹後駐在室を設置
�２ 発足 平成22年６月１日
�３ 職員数 11名（府派遣５名 その他６名）
�４ 管轄状況 管内は５市・２町で、府営住宅のない伊根町を除き、人口は、約31万人（府の12％）、面積は約2,000

�（府の43％）。

8.2.2.業務概要
�１ 管理戸数（Ｈ22.9.1現在）

�２ 入居者の対応

① 空家募集計画 年２回（６月、12月）

② 平成22年６月募集概要

（一般募集） 募集戸数 44戸 応募者数 269名 6.11倍

（特目募集） 募集戸数 14戸 応募者数 75名 5.36倍
�３ 施設の管理

○ 平成22年度修繕計画

�４ 特徴等

① 管内が広く、当センターから遠方の団地では車で１時間30分の距離にあり、冬季にはそれ以上の時間を必要と

する。

② 管理する半数の団地が、ブロック造２階、平屋建て、木造などで古い。

③ ４団地63戸管理している特定公共賃貸住宅の入居率が４割強と低い。

（27戸／63戸＝43％）

8.3.京都府営住宅管理センター

8.3.1.事務所概要
�１ 所在地 京都市左京区賀茂今井町10番地

京都府京都土木事務所（２階）
�２ 発足 平成21年４月１日
�３ 職員数 12名（府派遣４名 その他８名）
�４ 管轄区域 京都市（西京区域を除く）

8.3.2.業務概要
�１ 管理戸数 24団地 4,292戸

内訳 公営住宅 3486戸

特定公共賃貸住宅 ６戸

特別賃貸府営住宅 800戸
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�２ 入居者の対応

入退去の手続、家賃の収納、収入調査、入居者対応、

管理人・自治会対応等（募集業務は本社業務）
�３ 施設の管理

住宅・共同施設の修繕、維持管理等

○ 平成22年度修繕計画

�４ 特徴等

① 中層耐火構造で建設後40～50年を経過している住宅が全体の55％（2,375戸）を占めるなど老朽化が進んでお

り、設備改善等計画的な修繕を順次取り組んでいるが、日常的に生じる不具合が多く発生している。

② 65歳以上で構成される世帯が約４割を占めるなど入居者の高齢化が進んでおり、バリアフリー化やエレベー

ターの設置を推進している。

９ 工事関係の概要

平成21年度の主要な工事の概要と金額等、業者選定及び契約金額決定方法は以下となっている。なお【表9-1】は京

都府執行分【表9-2】は公社執行分である。

【表9-1.平成21年度工事概要等＜京都府執行分＞】

府営住宅建設費
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府営住宅ストック総合活用事業費



75

京 都 府 公 報 号外 第23号 平成23年４月28日 木曜日

【表9-2.平成21年度工事実施状況＜公社執行分＞】
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平成19年度以前は指名競争入札や随意契約も散見されたが、京都府全体の動きとして契約手続きの競争性・透明性の

向上のため平成19年度以降一般競争入札の範囲を拡大している。現在は公社においても府の規則等を準用しており、工

事請負の場合、原則として1,000万円以上は一般競争入札、250万円以上は指名競争入札、250万円未満は随意契約とな

っている。

なお、【図9.1-2.平成21年度工事実施状況】において、当初契約金額と精算額に差が生じている工事があるが、増額

のものは設計前現地調査では発見できなかった部分の損傷等が多く補修等の工事を追加したためであり、減額のものは

実施対象戸数が減少したためのものである。

10 耐震状況

府営住宅の耐震診断は、昭和40年代では同一の設計タイプにより、大量の住宅を建設していることから、平成８年３

月にタイプ別（建築年次や構造形式）に代表的な住棟で抽出診断を行い、耐震改修促進法に基づく指針と照らした結果、

早急に改修の必要とする建物は無かった。

なお、平成７年の阪神淡路大震災においても、３～５階の中低層住宅のうち、府営住宅と同様の構造形式でピロティ

がなく、整形で張間方向には、戸境壁連層で配置されている住棟では、地震被害は軽微や無害であったと伺っていると

のことである。

しかし、昭和45年以前に建設された府営住宅については、耐震上早急な改修が必要ではないというものの、全体的な
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老朽化が進んでいることから、府営住宅ストック総合活用計画に基づき順次建替等を推進し、その中で耐震化を適時図

っていくことが必要である。

第３ 外部監査の結果及び意見

１ 京都府内の公的住宅の概要について

1.1.住宅施策の内容の事業概況

第２府営住宅・住宅関係施策の概要の項目の３住宅課の概要で記載のとおりである。

1.2.京都府における世帯数・人口推移・戸数

京都府における住宅総数・世帯総数・空家数の推移は以下のとおりである。

【表1.2.1.住宅総数・世帯総数・空家数の推移】

（各年住宅・土地統計調査（総務省統計局）による）

昭和58年と平成20年を比較すると、京都府における世帯総数は昭和58年の1.38倍となっている。住宅総数においては

1.35倍となっている。昭和58年から平成20年までは世帯総数も増加しており、住宅総数も同様に増加している。世帯数

の増加に対応する形で、住宅供給も増加し、住宅供給数は充足している状況である。

一方、空家戸数に関しては、85,800戸から167,000戸となっており1.94倍となっており、住宅総数や世帯総数の増加

率より高くなっている。これは、世帯数の増加以上に住宅供給数が増加しているといえ、その結果、空家数が増加し、

住宅は供給過多傾向になっていることが伺える。

これまでは、京都府における世帯数も増加しており、それに対応する形で、住宅供給数も増加するという方向でよか

ったが、今後はどうなのだろうか。今後の人口将来推計の情報を見て今後の推移の動向を見て見ることにしよう。京都

府における一般世帯の総数は次のとおりとなっている。

【表1.2.2.京都府における一般世帯の総数の将来推計】

（『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計））（2009年12月推計）国立社会保障・人口問題研

究所 ※本推計による一般世帯：寮・寄宿舎の学生、病院入院中患者・施設入居者等の世帯を除

く）

上記の統計から、平成27年度までは世帯数は増加傾向であるが、平成27年度を境に京都府の世帯数は、減少局面に入

ると推計されている。住宅総数・世帯総数・空家数の推移で記載のとおり、現状においても住宅数は供給過多傾向で空

家数は増加していることから、平成27年を境に人口や世帯数が減少局面に入ると、空家数はさらに増加していくことが

予想される。今後、住宅の数は飽和状態になり、量的充足をもとめる時代は終了したことを統計は物語っている。今後

は、住環境の質的充足が主題となる局面にさしかかっていることがうかがえる。

1.3.空家の状況

京都府は住宅困窮者に対して15,110戸（府営住宅、特賃、特公賃の合計）の住宅を供給している。このうち純粋に空

家となっている戸数（以下実空家という。）は550戸存在し、その他に、建替を実施するためや、緊急に住宅を確保しな

ければならない必要性が生じたときに、入居が可能にするための政策的に空家にしている戸数（以下政策空家という。）

が752戸存在する。実空家の供給戸数に占める割合は４％であり、政策空家は５％となっている。京都府の住居供給戸

数の９％が空家であるといった状態である。
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【表1.3.地区別空家の状況】

実空家率に極端な地域間格差はない状況である。中丹地区が５％、７％と若干高めになっているが、概ね４％前後と

なっている状況である。政策空家までの空家率を見ると地域間の特色はより鮮明になる。中丹と丹後地区が12％～20％

でありいずれも10％を超えている。一方京都府南部地域の京都市や乙訓、山城南は概ね５％以下という空家率となって

いる。京都府における人口分布と比例して、比較的、人口が多い地域は空家率も低く、逆に人口が少ない地域は、空家

率が高くなっている傾向が見て取れる。

個別の団地の状況は 第２【図4.3.2-1.空家状況（明細表】に記載のとおりである。

1.4.高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）の課題

1.4.1.概要

高齢者向け優良賃貸住宅（以下高優賃という。）の制度概要は以下のとおりである。

高齢者向け優良賃貸住宅とは、高齢者が安全に安心して居住できるよう配慮された住宅である。具体的には「バリア

フリー化」され、「緊急時対応サービス」の利用が特徴となっている。

高齢者向け優良賃貸住宅制度は、60歳以上の単身・夫婦世帯等を入居対象として、民間活力を活用し、良質な賃貸住

宅を供給促進するための制度となっている。また高齢者向け優良賃貸住宅を供給する事業者は、「高齢者の居住の安定

確保に関する法律」に基づき、各種の支援措置を受けることが可能となっている。

【図1.4.1.高齢者向け優良賃貸住宅の供給の流れ】

（財団法人 高齢者住宅財団のＨＰより転載）

1.4.2.入居者募集の流れ

事業主体は、以下の事務の流れで、京都府知事が認定した供給計画に基づいて整備された高齢者向け優良賃貸住宅の

入居者を募集している。

① 「高齢者向け優良賃貸住宅」を建設・買取りまたは既存住宅等の改良により供給しようとする事業主体は、供給

計画を作成し、都道府県知事に認定の申請をする。

② 認定を受けた「高齢者向け優良賃貸住宅」については、整備に要する費用の補助、家賃の減額に要する費用の補

助など各種の助成が行われる。
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また、認定を受けた「高齢者向け優良賃貸住宅」については、供給計画にしたがって、一定の要件を満たす賃貸人に

より、適切に管理されることが必要となる。整備に要する費用の補助としては、地域住宅交付金制度等により、住宅の

共用部分等建設費の一部が助成される。

1.4.3.京都府における実績

この制度は、まず、市町村が事業主に対する窓口となって補助を行い、京都府は市町村が事業主体に補助する金額の

一部分の補助をするという間接補助となっている。そのため市町村との連携が必要不可欠である。

京都府においては、平成20年度までに、宇治市においての１件のみ34戸の供給となっている。１件のみである理由は、

事業主体と直接対応するのは市町村であり、京都府が直接窓口となることができないため、当該制度を利用したい事業

主体の存在の情報を把握しづらい環境にあるということと、京都市以外の京都府内の各市町村の財政事情により当該施

策に対する補助を実施することの困難さも一要因として挙げられるということである。

ちなみに近畿圏の他の府県の供給状況は、三重県と滋賀県がそれぞれ２件ずつで、三重県は32戸、滋賀県においては

42戸の供給となっている。また、大阪府が73件で3128戸の供給、兵庫県が13件で340戸の供給、和歌山県が５件で87戸

の供給、奈良県は０件となっている。市町村では、京都市が９件で200戸、大津市は５件で98戸、大阪市が６件で342戸、

神戸市も３件で163戸となっている。

各府県の人口状況や各地における住宅事情が異なり、単純比較できるものではないものであることは承知しているが、

京都市における当該施策の利用状況からしても、京都府内で１件というのは、少ないといわざるを得ない。事業主体と

直接の窓口になることは困難な不利さはあるにしても、当該制度が事業主体に充分認知されているかどうか京都府にお

ける各市町村と連携に改善の余地が多分にあるといえる。

現在宇治市において供給している案件は平成22年９月時点においてすべての部屋が利用されている状態であるという

ことであり、高齢者向けの賃貸住宅の需要は少なくないはずである。需要が存在しているということは、高齢者向の建

物を供給しようという事業主体は存在する可能性は皆無ではないはずである。

今後の人口構成を考えると、団塊の世代がこの制度の対象となり、高齢者向けの住宅供給の需要はさらに多くなるこ

とが見込まれる。さらに市町村との連携を強化し、この制度の利用状況を高める工夫が望まれるところである。

全国の都道府県及び政令指定都市・中核市別の認定状況一覧は以下のとおりとなっている。
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【表1.4.3-1.都道府県】

（平成22年３月末現在）（財団法人 高齢者住宅財団の資料から抜粋）以下４表同じ

注１）財団法人高齢者住宅財団調べ。

注２）数値は、これまでに認定の事実のあったもの全てを集計した数値であり、実際に管理開始される戸数とは異

なる場合がある。以下３表同じ




